
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和７年３月７日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和７年３月７日（金）午後２時～ 本庁舎4階大委員会室 

２ 出席者 

子育て支援課：相馬課長、山﨑主査補 

３ 件名 

しろいこどもプラン（第３期白井市子ども・子育て支援事業計画）の策定について（報告） 

４ 会議結果 

□ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

■ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・次期こどもプランでは、５年後の成果指標を設定したとのことだが、進行管理はどの

ように行のか。 

→今後、それぞれの事業の活動指標を設定し、年度ごとの把握を行い、進行管理を行っ

ていく。 

 

・次期こどもプランには、「こども版」があるが、学校等と連携して活用していくな

ど、こどもたちへの効果的な周知方法を検討していくこと。 

 

・次期こどもプランは、従来のこどもだけでなく、若者を含んだプランとなるため、庁

内各課で連携し、事業が連動するように調整を行うこと。 

 

 

 

 

 



　第２号様式（第４条第５項関係）

年 月 日

件　　　名

部内会議や関係
課等との調整結果
（主な意見・懸案

事項）

項目

条例規則

議会説明

市民参加

報告書公表 ■ □ □ □ （

案件提出
事由

関係法令等

関係課

事業費

カテゴリー

令和 7 3 7

報告書（行政経営戦略会議）

部課名 健康子ども部　子育て支援課

しろいこどもプラン（第３期白井市子ども・子育て支援事業計画）の策定について

　令和８年度から新たな計画となる「白井市第６次総合計画」、「地域福祉計画」、「教育
大綱」、「教育振興基本計画」等、各種計画との整合・連携されるよう、調整していくこと
が必要。

Ｒ７年３月　　　  本計画書を千葉県へ報告
　　　　　　　　　　計画書印刷製本
　　　 ４月以降　計画書の周知（広報、市HP等）

有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

無 報道発表 無

有 行政運営報告 広報・ＨＰ等 有 広報・ＨＰ（R7.４月）

千円 （うち特定財源 1,350 千円）

無 【策定時実施済】　審議会、アンケート、ワークショップ、意見公募等

公開 非公開 部分非 時限非 まで）

その他 手段 その他

内容

【計画の位置づけ】
　 こども基本法に基づく「市町村こども計画」として、次世代を担う全てのこども・若者
が、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、将来にわたって幸福な生活を送
ることができる社会の実現を目指し、こども施策を総合的に推進するもの。
【計画期間】
　令和７年度から令和１１年度まで（５カ年）
【計画の基本方針】
　めざすまちの姿：　「”オールしろい” でつなぐ こどもの幸せ（ウェルビーイング）」
　これまでの18歳や２０歳といった年齢で必要なサポートが途切れないよう、３０代まで
の若者への支援も対象とし、こども・若者の視点及び「子育て当事者」の視点にたち、
地域社会全体がつながり、支え合い、将来にわたりこどもたちがそれぞれの希望に応じ
た「幸せな状態」の好循環を生んでいくことを目指す。
【計画の施策展開等】
　◆ライフステージ別の支援の展開
　　１．こども誕生前から幼児期までの支援
　　　（１）妊娠前から妊娠、出産、幼児期までの保健・医療の確保
　　　（２）こどもの成長の保障と遊びの充実
　　２．学童期・思春期での支援
　　　（１）こどもが安心して過ごし、学べる学校生活の充実
　　　（２）こどもの居場所づくりの推進
　　３．青年期での支援
　　　（１）就労のための支援
　　　（２）結婚を希望する方への支援
　　　（３）若者やその家族に対する相談体制
　◆ライフステージを通じた支援の展開
　　１．困難を抱えるこどもや家庭への支援
　　２．多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり
　　３．こどもの貧困対策
　　４．児童虐待防止対策、こども・若者の権利擁護
　　５．こども・若者の安全確保
　◆子育て当事者への支援
　　１．経済的負担の軽減
　　２．地域子育て支援・家庭教育支援
　　３．共働き・共育ての推進
　　４．ひとり親家庭への支援
　◆子ども・子育て支援事業計画
　　「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」を円滑に提供できるよう、量の
　見込み、確保方策を数値で示したもの。
　

今後の
スケジュール

参考情報

年代 全ての年代 場所 市内全域 目的

エ　策定した各種計画の概要

こども基本法、子ども・子育て支援法等

保育課、健康課、、教育委員会、企画政策課　ほか

9,790






































